
単年度計画への反映と学内共有が
将来計画の実質化のカギ

現状と提言

　将来計画を策定する私立大学が増加
している。私学高等教育研究所（以
下、私高研）がこれまで行った3回の
調査※1で「中長期計画」を策定してい
ると答えた私立大学の割合は、2006
年には25％、2009年には55％、2011
年には59％である。中長期計画を策
定する私立大学の数はこの5年ほどで
急増している。
　これは、事業計画（単年度）とは別
にいわゆる「中長期計画」を策定して
いる大学の数の推移を示したものであ
るが、これ以外の形で何らかの将来計
画を持っている大学の割合は、2011

年時点で76％に達している。図表 1
では各大学がどのような形で将来計画
を持っているのかを示したが、いわゆ
る中長期計画（59％）以外にも、「法
人、大学としての指針・大綱を掲げて
いる」（36％）、「経営の基本方針を成
文化している」（28％）、「事業計画を
複数年度単位で策定している」（25％）
などとなっている。
　詳しい結果は省略するが、規模が大
きい大学ほど、「事業計画と別に中長
期計画を策定する」ケースが多く、規
模の小さい大学ほど、「事業計画を複
数年度単位で策定する」ケースが多い
など、規模による一定の傾向がうかが
える。
　5年前には中長期計画を策定する大

学のほうが少数派（25％）であったが、
最新の調査ではむしろ策定していない
大学（24％）のほうが少ないという状
況に転じている。

　この背景として、近年、日本私立大
学協会が中長期計画をテーマとする研
修を行い、知恵を共有してきたこと
や、日本私立学校振興・共済事業団が
自主的な経営改善を支援するために、
各大学の中期の経営改善計画を審査し
て採択する「未来経営戦略推進経費
（以前は『定員割れ改善推進特別支援
経費』）」の事業を2007年から開始した
ことなどが考えられる。
　より根本的な背景としては、厳しい
環境と競争の激化の中で、私立大学に
とって、明確な目標と政策に基づくマ
ネジメントなしに改革を推進するのが
困難になってきたことがあるだろう。
　図表2には大学として直面する課題
を示したが、非常に困難な複数の課題
を同時に解決しなければならない厳し
い状況がうかがえる。近年の傾向とし
て、教学の課題が上位に入るようにな
りつつある。志願者や入学者の減少対
策、教育の質向上や就職率の向上と
いった課題への対応には非常にコスト
がかかるが、これらを支出削減と同時
に進めなければならない大学が多い。
こうした難しい課題を解決するため
に、より長期的な視点に立った政策立
案やその浸透が重要になっていると考
えられる。
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